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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、第84期中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号）を適用しております。 

３ １株当たり純資産額については、優先株式の払込金額を控除して算定しております。 

４ 金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第82期中 第83期中 第84期中 第82期 第83期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 18,444 17,065 16,394 38,265 33,318

経常利益又は 
経常損失(△)

(百万円) △250 1,080 292 606 1,579

中間(当期）純利益 (百万円) 6,293 787 206 6,247 1,054

純資産額 (百万円) 2,384 3,677 3,807 2,488 3,593

総資産額 (百万円) 42,439 33,136 31,508 37,619 31,652

１株当たり純資産額 (円) △105.67 △67.89 13.39 △102.64 9.85

１株当たり中間(当期）
純利益

(円) 191.02 23.02 3.43 186.07 27.19

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 189.45 9.36 2.46 106.63 12.54

自己資本比率 (％) 5.6 11.1 12.1 6.6 11.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △410 1,141 484 △727 1,742

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,820 △583 △170 △4,018 △678

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,782 △890 △850 4,662 △1,158

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 5,023 2,059 1,765 2,386 2,301

従業員数 (名) 1,461 1,399 1,377 1,526 1,384



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、第84期中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号）を適用しております。 

３ １株当たり純資産額については、優先株式の払込金額を控除して算定しております。 

４ 金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  

回次 第82期中 第83期中 第84期中 第82期 第83期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 15,661 15,873 15,215 31,379 30,839

経常利益又は 
経常損失（△）

(百万円) △344 1,063 132 635 1,670

中間(当期）純利益 (百万円) 6,157 582 107 6,366 1,009

資本金 (百万円) 3,157 3,157 3,157 3,157 3,157

発行済株式総数 (株)

普通株式 34,218,792 34,218,792 60,305,748 34,218,792 60,305,748

第Ⅰ種優先株式 6,000,000 6,000,000 ─ 6,000,000 ─

第Ⅱ種優先株式 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000

純資産額 (百万円) 2,049 3,393 3,578 2,407 3,463

総資産額 (百万円) 41,175 39,924 35,051 39,255 32,718

１株当たり純資産額 (円) △115.48 △76.19 9.60 △105.02 7.69

１株当たり中間(当期）
純利益

(円) 186.86 17.03 1.78 189.59 26.04

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 185.33 6.93 1.27 108.65 12.01

１株当たり配当額 (円) ― ― ─ ― ─

自己資本比率 (％) 5.0 8.5 10.2 6.1 10.6

従業員数 (名) 643 553 556 540 558



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間における当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

除外 

①連結子会社㈱金山製作所及び双葉精器㈱は、当中間連結会計期間において清算結了したため、当 

  中間連結会計期間において連結子会社に該当しなくなりました。 

②持分法非適用関連会社シグマ工業㈱は、当中間連結会計期間において保有株式を売却したため、 

  当中間連結会計期間において関連会社に該当しなくなりました。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の従業員の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の従業員の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。なお、執行役員８名、準社員99名を含んでおり、関係会社等への出向者11名

は含んでおりません。 

  

(3) 労働組合の状況 

当中間連結会計期間において、特記すべき事項はありません。 

事業の名称 従業員数(名)

計量計測事業 1,377

合計 1,377

従業員数(名) 556



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善や民間設備投資が増加傾向で推移し、ま

た、個人消費も所得が緩やかに増加している等、デフレ脱却に向けた動きが確実になっております。  

 しかしながら、当社グループを取り巻く環境においては、国・自治体の厳しい予算状況を反映した公

共事業費の削減や、原油価格高騰の長期化等の不安材料があり、依然として先行き不透明感の漂う状況

が続いております。  

 このような経済情勢のもとで当社グループは、ガス・水道事業の拡大に懸命の営業努力を払ってまい

りました。併せて、経営効率化の一層の推進を図り、費用の抑制にも最大限の努力を重ねてまいりまし

たが、ガス・水道メーターの原材料費が原油価格等の高騰に伴い増加したこと等により、営業関連費用

は増加しました。  

 このような中、当中間連結会計期間の業績につきましては、ＬＰガスメーターは需要が回復傾向にあ

りますが、都市ガスメーター及び水道メーターは需要の落ち込みや低価格水準が続き、売上高は16,394

百万円（前年同期比3.9％減）となりました。利益面につきましても、売上高の減少に加え、素材価格

の高騰等により、営業利益は436百万円（前年同期比64.5％減）、経常利益は292百万円（前年同期比

72.9％減）となりました。この結果、中間純利益は206百万円（前年同期比73.8％減）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末より535百万円減少して、

1,765百万円となりました。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 当中間連結会計期間における資金の増加は484百万円となり、これは主として営業債権の増加、仕入

債務の増加及びたな卸資産の減少によるものであります。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 当中間連結会計期間における投資活動に使用された資金は170百万円となり、これは主として有形固

定資産の取得によるものであります。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 当中間連結会計期間における財務活動に使用された資金は850百万円となり、これは長期借入金の返

済によるものであります。  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績は、次の通りであります。 
  

 
(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績は、次の通りであります。 
  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  
(3) 販売実績 
当中間連結会計期間における販売実績は、次の通りであります。 

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

計量計測事業 13,748 △0.0

合計 13,748 △0.0

 

事業の名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

計量計測事業 16,871 △2.9 1,086 △0.1

合計 16,871 △2.9 1,086 △0.1

事業の名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

計量計測事業 16,394 △3.9

合計 16,394 △3.9

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

東京瓦斯㈱ 2,688 15.8 2,154 13.1



３ 【対処すべき課題】 

わが国経済は引き続き回復基調にあるものと思われますが、原油価格高騰の影響等により、予断を許さ

ない状況にあります。当社を取り巻く環境も原材料価格の高騰や販売競争の激化等厳しい状況が続くもの

と思われます。 

 このような環境の中、当社グループは、親会社㈱山武との協業を一層進めて双方の供給市場の拡張に努

め、併せてコスト削減等による収益性の改善に取り組み、強固な経営基盤の確立に傾注してまいります。

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社は、計量・計測技術はライフラインを支える最も重要な基幹技術の開発活動を基本とし、最先端の

エレクトロニクス、通信インフラの融合によるエネルギー管理に資する商品開発、さらに環境循環型社会

への貢献を目指すため環境負荷低減商品等の開発を展開しております。  

 現在、技術開発本部を中心に東京、関西、九州研究室の３研究室体制で進めており、それぞれの地域の

お客様のご要望に沿った商品開発、技術支援、また、お客様の満足を第一にマーケットニーズを先取りし

た新商品開発、お客様のご要望に重点を置いた製品付加価値の向上、高品質化のための開発に取り組んで

おります。  

 当中間連結会計期間につきましては研究開発費の総額は101百万円であり、主な研究開発活動の概要は

次の通りであります。  

＜ガス機器関係＞  

 エネルギー間の競争が激化する中、顧客のニーズに応えた「次世代電子化ガスメーター」の実用化に向

けて開発を進めております。   

＜水機器関係＞  

 技術基準の国際規格（OIML）への整合化を図る目的で水道メーターのJIS（日本工業規格）や計量法

（検定検査規則）が改正等されている背景を踏まえ、JISの推奨値性能に適合する水道メーターの開発を

進めております。   

 

 なお、以下の項目は既存製品の改良にかかる経常研究活動であるため、製造原価の経費として処理して

おります。  

① エネルギー需要量の指針値を画像データから自動数値化する装置「インターバルカメラ Re-Pic 

  （リピック）」の製品化を実施いたしました。  

② 顧客のニーズに応えたデマンド機能付温度圧力補正装置の開発を実施いたしました。  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  該当事項はありません。 

(2) 重要な設備の除却等 

  該当事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
（注）※１ 第Ⅱ種優先株式は、デット・エクイティ・スワップ(債務の株式化)により、発行されたものであり 
      ます。 

※２ 第Ⅱ種優先株式の内容 

 (１）第Ⅱ種優先配当金  

    (イ) 第Ⅱ種優先配当金  

      当社は、剰余金の配当を行うときは、第Ⅱ種優先株式を有する株主（以下「第Ⅱ種優先株 

     主」という。）又は第Ⅱ種優先株式の登録株式質権者（以下「第Ⅱ種登録質権者」とい 

     う。)に対し、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株 

     式質権者(以下「登録株式質権者」という。)に先立ち、第Ⅱ種優先株式1株につき下記(ロ) 

     に定める額の剰余金の配当（以下「第Ⅱ種優先配当金」という。）を行う。  

    (ロ) 第Ⅱ種優先配当金の額  

      1株あたりの第Ⅱ種優先配当金の額は、第Ⅱ種優先株式の発行価額(500円)に、それぞれの 

     事業年度毎に下記の配当年率(以下「第Ⅱ種優先配当年率」という。)を乗じて算出した額 

     とする。ただし、初年度の第Ⅱ種優先配当金については、剰余金の配当起算日から事業年 

     度の最終日までの日数（初日および最終日を含む。）で日割り計算した額とする。  

      第Ⅱ種優先配当金は、円位未満小数第4位まで算出し、その小数第4位を四捨五入する。 

     ただし、計算の結果が50円を超える場合は、第Ⅱ種優先配当金の額は50円とする。  

      第Ⅱ種優先配当年率は、平成16年9月30日以降、次回第Ⅱ種優先配当年率修正日(下記に定 

     義される。)の前日までの各事業年度について、下記算式により計算される年率とする。     

          第Ⅱ種優先配当年率 ＝ 日本円TIBOR（1年物） ＋ 2.0％  

      第Ⅱ種優先配当年率は、％未満小数第4位まで算出し、その小数第4位を四捨五入する。  

       第Ⅱ種優先配当年率修正日は、平成16年9月30日以降の毎年4月1日とする。当日が銀行休 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 108,000,000

第Ⅱ種優先株式 6,000,000

計 114,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月14日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 60,305,748 60,305,748
東京証券取引所
(市場第一部)

─

第Ⅱ種優先株式 6,000,000 6,000,000 ― ※１、２

計 66,305,748 66,305,748 ― ―



     業日の場合は前営業日を第Ⅱ種優先配当年率修正日とする。  

     「日本円TIBOR（1年物）」とは、平成16年9月30日又は各第Ⅱ種優先配当年率修正日におい 

     て、午前11時における日本円1年物トーキョー・インター・バンク・オファード・レート（ 

     日本円TIBOR）として全国銀行協会によって公表される数値を指すものとする。日本円TIBO 

     R（1年物）が公表されていなければ、同日(当日が銀行休業日の場合は前営業日）ロンドン 

     時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるロンドン銀行間市場出し手レート（ユー 

     ロ円LIBOR1年物（360日ベース））として英国銀行協会（BBA）によって公表される数値又 

     はこれに準ずるものと認められるものを日本円TIBOR（1年物）に代えて用いるものとす 

     る。 

    (ハ) 非累積条項  

      ある事業年度において、第Ⅱ種優先株主又は第Ⅱ種登録質権者に対して支払う剰余金の 

     配当の額が第Ⅱ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度に累積しな 

     い。 

    (ニ) 非参加条項  

       第Ⅱ種優先株主又は第Ⅱ種登録質権者に対しては、第Ⅱ種優先配当金を超えて剰余金の 

      配当を行わない。 

    (ホ) 第Ⅱ種優先中間配当金  

      当社は、第Ⅱ種優先株主又は第Ⅱ種登録質権者に対して、中間配当を行わない。 

 （２）残余財産の分配  

    当社の残余財産を分配するときは、第Ⅱ種優先株主又は第Ⅱ種登録質権者に対し、普通 

    株主又は登録株式質権者に先立ち、第Ⅱ種優先株式1株につき500円を支払う。第Ⅱ種優先株 

    主又は第Ⅱ種登録質権者に対しては、前記のほか残余財産の分配は行わない。 

 （３）議決権  

    第Ⅱ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。 

 （４）株式の割当を受ける権利等  

    当社は、第Ⅱ種優先株式について株式の併合又は分割を行わない。また、第Ⅱ種優先株主に 

   対し、新株の割当てを受ける権利、新株予約権の割当てを受ける権利、新株予約権付社債の割 

   当てを受ける権利又は分離して譲渡することができる新株予約権および社債の割当てを受ける 

   権利を与えない。 

 （５）普通株式を対価とする取得請求権  

    (イ) 取得を請求し得べき期間  

      第Ⅱ種優先株式の取得を請求し得べき期間は、平成20年10月1日以降とする。 

     (ロ) 取得の条件  

      第Ⅱ種優先株式は、上記(イ)の期間中、1株につき下記(a)ないし(c)に定める取得価額に 

      より、当社の普通株式を対価とする取得を請求することができる。  

     (a) 当初取得価額  

      当初取得価額は、126円とする。  

     (b) 取得価額の修正  

      取得価額は、平成21年10月1日以降、毎年10月1日（以下それぞれ「取得価額修正日」と 

      いう。）に、各取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日（以下それぞれ「時 

      価算定期間」という。）の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の 

      毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。)に修正される(修正 



       後取得価額は円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。なお、上記 

           の時価算定期間内に、下記(c)で定める取得価額の調整事由が生じた場合には、当該平均 

           値は、下記(c)に準じて取締役会が適当と判断する値に調整される。）。ただし、上記計 

           算の結果、修正後取得価額が当初取得価額（ただし、下記(c)により調整される。）の 

           70％に相当する金額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。以 

           下「下限取得価額」という。ただし、下記(c)により調整される。）を下回る場合には下 

           限取得価額をもって、また、修正後取得価額が当初取得価額（ただし、下記(c)により調 

           整される。）を上回る場合には当初取得価額（ただし、下記(c)により調整される。）を 

           もって修正後取得価額とする。  

     (c) 取得価額の調整  

      ① 第Ⅱ種優先株式発行後、次のいずれかに該当する場合には、取得価額を次に定める算 

              式（以下「取得価額調整式」という。）により調整する。取得価額調整式を用いる計 

              算については、円位未満小数第1位まで算出し、その小数第1位を切り上げる。  

 
      (ⅰ) 取得価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合 

        (自己株式を処分する場合を含む。）、調整後取得価額は、払込期日の翌日以降、又 

        は募集のための株主割当日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。処分され 

               る自己株式の数は取得価額調整式における「新規発行普通株式数」に算入される。  

       (ⅱ) 株式の分割により普通株式を発行する場合、調整後取得価額は、株式の分割のため 

        の株主割当日の翌日以降、これを適用する。ただし、配当可能利益から資本に組み入 

        れられることを条件としてその部分をもって株式の分割により普通株式を発行する旨 

        取締役会で決議する場合で、当該配当可能利益の資本組入の決議をする株主総会の終 

        結の日以前の日を株式の分割のための株主割当日とする場合には、調整後取得価額 

               は、当該配当可能利益の資本組入の決議をした株主総会の終結の日の翌日以降、これ 

        を適用する。       

       (ⅲ) 取得価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって普通株式を対価とする取得を 

               請求することができる株式又は権利行使により発行される普通株式1株あたりの発行 

               価額(ただし、当該発行価額は商法第280条の20第4項又は同法第341条の15第4項によ 

               り算出されるものとする。なお、引用されている商法の条項は平成16年9月13日時点 

               において施行されている条項を指すものとし、以下も同様とする。）が取得価額調整 

               式に使用する時価を下回ることとなる新株予約権を行使できる証券（権利）を発行す 

               る場合、調整後取得価額は、その証券（権利）の発行日に、又は募集のための株主割 

               当日がある場合はその日の終わりに発行される証券（権利）の全額が普通株式を対価 

               とする取得が請求された又はすべての新株予約権が行使されたものとみなし、その発 

               行日の翌日以降又はその割当日の翌日以降これを適用する。以後の調整においては、 

        かかるみなし株式数は、実際に当該普通株式を対価とする取得請求又は新株予約権の 

               行使がなされた結果発行された株式数を上回る限りにおいて、既発行の普通株式数に 

               算入される（下記(ⅳ)も同様とする。）。  

      (ⅳ) 普通株式を対価とする取得請求することができる株式又は新株予約権を行使できる 

               証券（権利）であって、取得価額又は新株予約権の行使価額が発行日に決定されてお 

既発行普通株式数 ＋
新規発行普通株式数×１株あたりの払込金額

調整後取得価額 ＝ 調整前取得価額 ×
１株あたりの時価

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数



               らず発行日以降の一定の日(以下「価額決定日」という。)の時価を基準として決定さ 

               れるものを発行した場合において、決定された取得価額又は権利行使により発行され 

               る普通株式1株あたりの発行価額（ただし、当該発行価額は商法第280条の20第4項又 

               は同法第341条の15第4項により算出されるものとする。）が取得価額調整式に使用す 

               る時価を下回る場合、調整後取得価額は、当該価額決定日の時点で残存する証券（権 

               利）の全額が取得又はすべての新株予約権が行使されたものとみなし、当該価額決定 

               日の翌日以降これを適用する。  

      ② 上記①に掲げる場合のほか、合併、資本の減少又は普通株式の併合等により取得価額 

       の調整を必要とする場合には、取締役会が適当と判断する取得価額により変更され 

       る。  

      ③ 取得価額調整式に使用する1株あたりの時価は、調整後取得価額を適用する日（ただ 

       し、上記①(ⅱ)ただし書きの場合には株主割当日）に先立つ45取引日目に始まる30取 

       引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気 

       配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）とし、その計算は円位未満小 

       数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。なお、上記45取引日の間に、上 

       記①又は②で定める取得価額の調整事由が生じた場合には、取得価額調整式で使用す 

       る時価（当該平均値）は、取締役会が適当と判断する価額に調整される。  

      ④ 取得価額調整式に使用する調整前取得価額は、調整後取得価額を適用する前日におい 

       て有効な取得価額とし、また、取得価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主 

       割当日がある場合はその日、又は、株主割当日がない場合は調整後取得価額を適用す 

       る日の1ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数とする。なお、処分される自己株 

       式の数は取得価額調整式に使用する既発行普通株式数からは控除される。  

      ⑤ 取得価額調整式に使用する1株あたりの払込金額とは、それぞれ以下のとおりとす 

       る。  

      (ⅰ) 上記①(i)の時価を下回る払込金額（又は処分価額）をもって普通株式を発行（又 

        は自己株式を処分）する場合には、当該払込金額又は処分価額（金銭以外の財産によ 

        る払込みの場合にはその適正な評価額）  

      (ⅱ) 上記①(ⅱ)の株式の分割により普通株式を発行する場合は0円  

      (ⅲ) 上記①(ⅲ)の時価を下回る価額をもって普通株式を対価とする取得を請求すること 

        ができる株式又は①(ⅲ)で定める内容の新株予約権を行使できる証券（権利）を発行 

        する場合は、当該取得価額又は当該新株予約権の行使により発行される普通株式１株 

        あたりの発行価額（ただし、当該発行価額は商法第280条の20第4項又は同法第341条 

        の15第4項により算出されるものとする。）  

      (ⅳ) 上記①(ⅳ)の場合は、価額決定日に決定された取得価額又は新株予約権の行使によ 

        り発行される普通株式1株あたりの発行価額（ただし、当該発行価額は商法第280条の 

        20第4項又は同法第341条の15第4項により算出されるものとする。）  

      (ⅴ) 取得価額調整式により算出された調整後取得価額と調整前取得価額との差額が1円 

        未満にとどまるときは、取得価額の調整はこれを行わない。ただし、その後取得価額 

        の調整を必要とする事由が発生し、取得価額を算出する場合には、取得価額調整式中 

        の調整前取得価額に代えて調整前取得価額からこの差額を差し引いた額を使用する。  

    (ハ) 取得により発行すべき普通株式数  

      第Ⅱ種優先株式の取得により発行すべき当社の普通株式数は、次のとおりとする。  



 
      取得請求により発行すべき普通株式数の算出にあたっては、1株未満の端数が生じたとき 

     は、これを切り捨てる。  

    (ニ) 取得の請求により発行する株式の内容  

      当社普通株式  

    (ホ) 取得請求受付場所  

      東京都中央区八重洲一丁目2番1号  

      みずほ信託銀行株式会社  

    (ヘ) 取得請求効力の発生  

      取得請求の効力は、取得請求書および第Ⅱ種優先株式の株券が上記(ホ)に記載する取得 

      請求受付場所に到着したときに発生する。ただし、第Ⅱ種優先株式の株券が発行されてい 

      ない場合は、株券の提出は要しないものとする。  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

普通株式を対価とする 

取得請求により発行す 

べき普通株式数

＝
第Ⅱ種優先株主が取得請求のために提出した第Ⅱ種優先株式の発行価額の総額

取得価額

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年９月30日 ― 66,305,748 ― 3,157 ― 4,162



(4) 【大株主の状況】 

①普通株式 
平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 平成２年12月12日付、東京佐川急便株式会社（代表取締役渡辺広康）より受理しました大量保有報告書に 

  より、同年12月７日現在で同社が保有する当社の株式数は3,590千株となっておりました。その後200千株 

  が売却されておりますが、残余株式数については、まだ株式名義書換の確認が出来ておりません。 

２ 所有株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。 

３ 野村證券株式会社及びその共同保有者から、平成18年３月15日付で提出された大量保有報告書により平成 

  18年２月28日現在でそれぞれ以下の通り株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として中 

  間期末時点における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

   

②第Ⅱ種優先株式 
平成18年９月30日現在 

 
(注) 第Ⅱ種優先株式は議決権を有しておりません。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社山武 東京都千代田区丸の内二丁目７番３号 26,086 43.26

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,635 2.71

小野田  元 東京都豊島区 1,197 1.99

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,159 1.92

ビービーエイチ ボストン フォ
ー ノムラ ジャパン スモーラー 
キャピタライゼイション ファン
ド（常任代理人 香港上海銀行東
京支店）

１８０ ＭＡＩＤＥＮ ＬＡＮＥ，ＮＥＷ 
ＹＯＲＫ，ＮＥＷ ＹＯＲＫ １００３８  
(東京都中央区日本橋三丁目11番１号）

1,116 1.85

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町二丁目２番１号 1,000 1.66

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 1,000 1.66

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 869 1.44

ジェーピーエムシービー ユーエ
スエー レジデンツ ペンション 
ジャスデック レンド ３８５０
５１（常任代理人 株式会社みず
ほコーポレート銀行兜町証券決
済業務室）

２７０ ＰＡＲＫ ＡＶＥＮＵＥ，ＮＥＷ 
ＹＯＲＫ，ＮＹ １００１７，Ｕ．Ｓ．Ａ  
(東京都中央区日本橋兜町６番７号）

854 1.41

大栄不動産株式会社 東京都中央区日本橋室町一丁目１番８号 797 1.32

計 ― 35,714 59.22

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 187 0.31

NOMURA INTERNATIONAL PLC
 Nomura House 1,St.Martin' s-le Grand London 
 EC1A 4NP,England

82 0.14

野村アセットマネジメント株式
会社

 東京都中央区日本橋一丁目12番１号 4,679 7.76

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社山武 東京都千代田区丸の内二丁目７番３号 6,000 100.00

計 ― 6,000 100.00



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
 

  (注)１ 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が23,000株(議決権の数 

   23個)含まれております。 

  ２ 「単元未満株式」の欄の普通株式には当社所有の自己株式984株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
第Ⅱ種優先株式

6,000,000
―

１株式等の状況の(1)株式の総数等
の②発行済株式※２ 参照

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式  12,000

― ─

完全議決権株式(その他)
普通株式

60,231,000
60,231 ─

単元未満株式 普通株式 62,748 ― ─

発行済株式総数 66,305,748 ― ―

総株主の議決権 ― 60,231 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
株式会社金門製作所

東京都板橋区大原町 
13番1号

12,000 ─ 12,000 0.02

計 ― 12,000 ─ 12,000 0.02



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

  

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 408 372 339 316 295 311

最低(円) 357 281 251 225 225 243



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)及び前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)並びに当中間連結会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、新日本監査法人より中間監査を受けてお

ります。 

  

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 2,069 1,765 2,301

受取手形及び 
売掛金

5,490 7,228 6,109

たな卸資産 5,598 3,852 4,182

その他 273 259 224

貸倒引当金 △27 △41 △44

流動資産合計 13,404 40.5 13,065 41.5 12,772 40.4

Ⅱ 固定資産

有形固定資産
※１ 
※２

  建物及び 
  構築物

7,498 6,807 7,073

  機械装置及び 
  運搬具

2,212 1,769 1,924

  土地 4,979 5,268 5,268

  その他 454 380 375

有形固定資産合計 15,146 45.7 14,225 45.1 14,642 46.3

無形固定資産 380 1.1 356 1.1 360 1.1

投資その他の資産

  投資有価証券 ※２ 3,718 3,306 3,292

  その他 740 695 737

  貸倒引当金 △253 △139 △152

投資その他の 
資産合計

4,205 12.7 3,862 12.3 3,877 12.2

固定資産合計 19,732 59.5 18,443 58.5 18,879 59.6

資産合計 33,136 100.0 31,508 100.0 31,652 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

支払手形及び買掛金 5,477 5,614 5,110

短期借入金
※２ 
※３ 

1,700 10,200 10,200

賞与引当金 265 263 252

その他 1,138 932 992

流動負債合計 8,581 25.9 17,011 54.0 16,555 52.3

Ⅱ 固定負債

長期借入金 ※２ 15,568 5,950 6,800

再評価に係る 
繰延税金負債

119 240 240

繰延税金負債 1,144 952 947

退職給付引当金 3,171 3,148 3,112

事業再構築引当金 662 ― ―

担保提供損失引当金 ※２ ― 226 226

連結調整勘定 33 ─ 28

負ののれん ─ 24 ─

長期未払金 177 148 148

固定負債合計 20,876 63.0 10,690 33.9 11,503 36.3

負債合計 29,458 88.9 27,701 87.9 28,059 88.6

(少数株主持分)

少数株主持分 0 0.0 ― ― ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 3,157 9.5 ― ― 3,157 10.0

Ⅱ 資本剰余金 4,162 12.6 ― ― 4,162 13.2

Ⅲ 利益剰余金 △5,430 △16.4 ― ― △5,164 △16.3

Ⅳ 土地再評価差額金 174 0.5 ― ― 53 0.1

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金

1,617 4.9 ― ― 1,386 4.4

Ⅵ 為替換算調整勘定 △1 △0.0 ― ― ― ―

Ⅶ 自己株式 △1 △0.0 ― ― △2 △0.0

資本合計 3,677 11.1 ― ― 3,593 11.4

負債、少数株主 
持分及び資本合計

33,136 100.0 ― ― 31,652 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

   資本金 ― ─ 3,157 10.0 ― ─

   資本剰余金 ― ─ 4,162 13.2 ― ─

   利益剰余金 ― ─ △4,957 △15.7 ― ─

   自己株式 ― ─ △2 △0.0 ― ─

株主資本合計 ― ─ 2,359 7.5 ― ─

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

― ─ 1,393 4.4 ― ─

   土地再評価差額金 ― ─ 53 0.2 ― ─

評価・換算差額等 
合計

― ─ 1,447 4.6 ― ─

純資産合計 ― ─ 3,807 12.1 ― ─

負債純資産合計 ― ─ 31,508 100.0 ― ─



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 17,065 100.0 16,394 100.0 33,318 100.0

Ⅱ 売上原価 12,968 76.0 13,055 79.6 25,441 76.4

売上総利益 4,096 24.0 3,338 20.4 7,876 23.6

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

※１ 2,868 16.8 2,902 17.7 5,756 17.3

営業利益 1,228 7.2 436 2.7 2,120 6.3

Ⅳ 営業外収益

受取利息 0 0 0

受取配当金 37 36 54

貸倒引当金戻入額 28 4 ─

連結調整勘定 
償却額

4 ─ 8

負ののれん償却額 ─ 4 ─

退職給付引当金 
戻入額

134 ─ 171

賃貸料収入 ― 58 71

その他 123 329 1.9 58 162 1.0 167 474 1.4

Ⅴ 営業外費用

支払利息 285 40 554

退職給付引当金 
繰入額

― 64 11

製品補償費用 ─ 47 ─

その他 191 477 2.8 154 306 1.9 448 1,014 3.0

経常利益 1,080 6.3 292 1.8 1,579 4.7

Ⅵ 特別利益

固定資産売却益 ※２ 3 ─ 3

債務免除益 372 ─ 372

事業再構築引当金 
戻入額

271 ─ 409

投資有価証券売却益 12 659 3.9 ─ ─ ─ 375 1,160 3.5



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅶ 特別損失

固定資産除売却損 ※３ 102 3 172

減損損失 ※４ 453 ─ 453

関係会社株式売却損 ― ─ 9

担保提供損失引当金
繰入額

― ─ 226

たな卸資産除売却損 ― ─ 174

たな卸資産評価損 ― ─ 236

退職給付引当金 
繰入額

5 ─ 5

事業再構築引当金 
繰入額

※５ 311 ─ 308

コージェネ事業 
整理損

7 881 5.2 ─ 3 0.0 7 1,595 4.8

税金等調整前 
中間(当期）純利益

858 5.0 288 1.8 1,144 3.4

法人税、住民税 
及び事業税

68 82 126

法人税等調整額 15 84 0.5 ─ 82 0.5 △22 103 0.3

少数株主損(△)益 △13 0.1 ─ ─ △13 0.0

中間(当期）純利益 787 4.6 206 1.3 1,054 3.1



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)

前連結会計年度

(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円)

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高 4,162 4,162

Ⅱ 資本剰余金増加高 ─ ─

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末)残高 4,162 4,162

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △6,218 △6,218

Ⅱ 利益剰余金増加高

  土地再評価差額金取崩額 0 0

  中間（当期）純利益 787 787 1,054 1,054

Ⅲ 利益剰余金減少高 ─ ─

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高 △5,430 △5,164



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,157 4,162 △5,164 △2 2,153

中間連結会計期間中の変動額

 中間純利益 206 206

 自己株式の取得 △0 △0

 自己株式の処分 0 0 0

  株主資本以外の項目の中間連結  
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

─ 0 206 △0 206

平成18年９月30日残高(百万円) 3,157 4,162 △4,957 △2 2,359

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,386 53 1,440 3,593

中間連結会計期間中の変動額

 中間純利益 206

 自己株式の取得 △0

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

7 ─ 7 7

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

7 ─ 7 213

平成18年９月30日残高(百万円) 1,393 53 1,447 3,807



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の

要約連結キャッシュ・

フロー計算書

(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 

  キャッシュ・フロー

   税金等調整前中間(当期） 

   純利益
858 288 1,144

   減価償却費 664 579 1,347

   減損損失 453 ─ 453

   退職給付引当金の増加 

   (減少△)額
△90 36 △126

   貸倒引当金の増加 

   (減少△)額
△58 △17 △140

   賞与引当金の増加 

   (減少△）額
12 11 10

   事業再構築引当金の増加 

   (減少△）額
△66 ─ △227

   担保提供損失引当金の増加 

   (減少△）額
― ─ 226

   受取利息及び配当金 △38 △36 △55

   連結調整勘定償却額 △4 ─ △8

   負ののれん償却額 ─ △4 ─

   支払利息 285 40 554

   為替差益 △0 △0 △0

   債務免除益 △372 ─ △372

   投資有価証券売却益 △12 △0 △375

   関係会社株式売却損 ― ─ 9

   コージェネ事業整理損 7 ─ 7

   固定資産売却益 △3 ─ △3

   固定資産除売却損 102 3 172

   売上債権の減少(増加△）額 △19 △1,118 △961

   たな卸資産の減少 

   (増加△）額
△162 329 899

   仕入債務の増加 

   (減少△）額
△19 460 △135

   未払消費税等の増加 

   (減少△)額
△15 △1 △7

   その他 13 △13 45

小計 1,535 558 2,458



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の

要約連結キャッシュ・

フロー計算書

(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

   利息及び配当金の受取額 38 36 55

   利息の支払額 △279 △48 △549

   固定資産撤去に伴う支払額 ― ─ △2

   和解金・罰金等の支払額 ― ─ △37

   法人税等の還付額 ─ 9 ─

   法人税等の支払額 △152 △70 △182

   その他 △0 ─ △0

   営業活動による 

   キャッシュ・フロー
1,141 484 1,742

Ⅱ 投資活動による 

  キャッシュ・フロー

   定期預金の純減少額 20 ─ 30

   有形固定資産の取得による 

   支出
△406 △143 △826

   有形固定資産の売却による 

   収入
106 2 212

   無形固定資産等の取得に 

   よる支出
△14 △39 △43

   無形固定資産の売却による 

   収入
0 ─ 0

   投資有価証券の取得に 

   よる支出
△1 △1 △2

   投資有価証券等の売却に 

   よる収入
37 0 436

   子会社株式の売却による 

   純資金収支
※１ △358 ─ △522

   短期貸付による支出 △0 △0 △0

   短期貸付金の回収による 

   収入
2 0 6

   長期貸付金の回収による 

   収入
0 11 1

   その他 30 ─ 29

   投資活動による 

   キャッシュ・フロー
△583 △170 △678



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の

要約連結キャッシュ・

フロー計算書

(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 

  キャッシュ・フロー

   短期借入金の純増加額 

   (減少△)
― ─ 8,500

   長期借入による収入 ― ─ 8,500

   長期借入金の返済による 

   支出
△889 △850 △18,157

   自己株式の純増加額 △0 △0 △0

   財務活動による 

   キャッシュ・フロー
△890 △850 △1,158

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 

  換算差額
4 0 8

Ⅴ 現金及び現金同等物の 

  増加（減少△）額
△326 △535 △85

Ⅵ 現金及び現金同等物の 

  期首残高
2,386 2,301 2,386

Ⅶ 現金及び現金同等物の 

  中間期末(期末)残高
2,059 1,765 2,301



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

1) 連結の範囲に関する事項

  子会社は次の18社であり、全て

連結しております。

    株式会社金門光波 

    株式会社白沢管理 

    金門環境設備株式会社 

    北海道金門工事株式会社 

    株式会社金山製作所  

    KIMMON ELECTRIC US L.P. 

    KIMMON ELECTRIC GENPAR  

    US INC. 

    双葉精器株式会社 

    株式会社金門白沢 

    株式会社金門原町 

    株式会社金門岩瀬 

    株式会社金門唐津 

    株式会社金門会津 

    株式会社東北金門工事 

    株式会社金門瑞穂 

    和歌山精器株式会社 

    株式会社青森製作所 

    白河精機株式会社

  株式会社福岡製作所は、当中 

  間連結会計期間中に清算結了 

  しておりますが、清算結了ま 

  での損益計算書を連結してお 

  ります。

  株式会社東北金門工事は、株 

  式会社東部金門ガスサービス 

  を、平成17年９月１日付で吸 

  収合併したため、合併期日ま 

  での損益計算書を連結してお 

  ります。    

  金門電気株式会社は、平成17 

  年４月１日付で全保有株式売 

  却に伴い、当中間連結会計期 

  間に連結の範囲から除外して 

  おります。

1) 連結の範囲に関する事項

  子会社は次の13社であり、全て

連結しております。

    株式会社青森製作所

    和歌山精器株式会社

    白河精機株式会社

    株式会社金門白沢

    株式会社金門会津

    株式会社金門原町

    株式会社金門瑞穂

    株式会社金門唐津

    株式会社金門岩瀬

    金門環境設備株式会社 

    北海道金門工事株式会社 

    株式会社東北金門工事 

    株式会社金門管理 

  株式会社金山製作所及び双葉精

器株式会社は、当中間連結会計

期間中に清算結了しております

が、清算結了までの損益計算書

を連結しております。

    

    

1) 連結の範囲に関する事項

  子会社は次の15社であり、全て

連結しております。

    株式会社青森製作所

    和歌山精器株式会社

    白河精機株式会社

    株式会社金門白沢

    株式会社金門会津

    株式会社金門原町

    株式会社金門瑞穂

    株式会社金門唐津

    株式会社金門岩瀬

    金門環境設備株式会社

    北海道金門工事株式会社

    株式会社東北金門工事 

    株式会社金門管理    

    株式会社金山製作所 

    双葉精器株式会社   

  株式会社福岡製作所及び株式 

  会社白沢管理は、当連結会計 

  年度中に清算結了しておりま 

  すが、清算結了までの損益計 

  算書を連結しております。 

  株式会社東北金門工事は、株 

  式会社東部金門ガスサービス 

  を、平成17年９月１日付で吸 

  収合併したため、合併期日ま 

  での損益計算書を連結してお 

  ります。 

  株式会社金門光波は、平成17 

  年10月１日付で株式会社金門 

  管理に社名変更をいたしまし 

  た。また同日、株式会社金門 

  管理は会社分割を行い、株式 

  会社金門光波を新設分割法人 

  として設立いたしました。

  株式会社金門光波は、平成18 

  年３月１日付で全保有株式売 

  却に伴い、当連結会計年度に 

  おいて連結の範囲から除外し 

  ておりますが、それまでの損 

  益計算書を連結しておりま 

  す。なお、KIMMON ELECTRIC  

  US L.P.、KIMMON ELECTRIC  

  GENPAR US INC.は、同社の子 

  会社であったため、これらに 

  ついても同様であります。

  金門電気株式会社は、平成17 

  年４月１日付で全保有株式売 

  却に伴い、当連結会計年度に 

  おいて連結の範囲から除外し 

  ております。   



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

2) 持分法の適用に関する事項

  シグマ工業株式会社は連結純損

益及び連結利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がないため、

持分法の適用から除外しており

ます。

2) 持分法の適用に関する事項

  該当事項はありません。 

なお、シグマ工業株式会社の株

式については、当中間連結会計

期間中に全株式を売却しており

ます。

2) 持分法の適用に関する事項

  シグマ工業株式会社は連結純損

益及び連結利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がないため、

持分法の適用から除外しており

ます。

3) 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

連結子会社18社の中間決算日は

当社と同一の毎年９月30日であ

ります。

3) 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

連結子会社13社の中間決算日は

当社と同一の毎年９月30日であ

ります。

3) 連結子会社の事業年度等に関す

る事項   

連結子会社15社の決算日は当社

と同一の毎年３月31日でありま

す。

4) 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価

   方法 

  イ 有価証券 

    その他有価証券 

   a 時価のあるもの 

    中間決算期末日の市場価格等 

    に基づく時価法により評価し 

    ております。なお、評価差額 

    は全部資本直入法により処理 

    し、売却原価は総平均法によ 

    り算定しております。

4) 会計処理基準に関する事項

  (1)重要な資産の評価基準及び評価

   方法 

  イ 有価証券 

    その他有価証券 

   a 時価のあるもの 

   中間決算期末日の市場価格等 

   に基づく時価法により評価し 

   ております。なお、評価差額 

   は全部純資産直入法により処 

   理し、売却原価は移動平均法 

   により算定しております。

4) 会計処理基準に関する事項

  (1)重要な資産の評価基準及び評価

   方法  

  イ 有価証券 

    その他有価証券 

   a 時価のあるもの 

    決算期末日の市場価格等に基 

    づく時価法により評価してお 

    ります。なお、評価差額は全 

    部資本直入法により処理し、 

    売却原価は総平均法により算 

    定しております。

   b 時価のないもの  

    総平均法による原価法により 

    評価しております。

   b 時価のないもの 

    移動平均法による原価法に 

    より評価しております。

   b 時価のないもの 

    総平均法による原価法によ 

    り評価しております。

  ロ たな卸資産 

    主として移動平均法による原 

    価法により評価しておりま 

    す。

  ロ たな卸資産 

        同左

  ロ たな卸資産 

        同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  イ 有形固定資産

当社の工場設備は主として

定額法、その他の固定資産

は定率法によっておりま

す。 

ただし、一部の連結子会社

及び平成10年４月１日以降

取得した建物(建物附属設

備を除く）については定額

法によっております。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  イ 有形固定資産

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附

属設備を除く）については

定額法によっております。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  イ 有形固定資産

当社の工場設備は主として

定額法、その他の固定資産

は定率法によっておりま

す。  

ただし、一部の連結子会社

及び平成10年４月１日以降

取得した建物(建物附属設

備を除く）については定額

法によっております。

  ロ 無形固定資産

    定額法によっております。

    なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっており

ます。

  ロ 無形固定資産

同左

  ロ 無形固定資産

同左



前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (3) 重要な引当金の計上基準

  イ 貸倒引当金

    債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別の債権の回

収可能性を検討して回収不

能見積額を計上しておりま

す。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  イ 貸倒引当金

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  イ 貸倒引当金

同左

  ロ 賞与引当金 

    従業員に対して支給する賞 

    与の支出に充てるため、支 

    給見込額に基づき計上して 

    おります。

  ロ 賞与引当金 

       同左

   ロ 賞与引当金 

       同左

  ハ 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。

    なお、会計基準変更時差異

については、15年による按

分額を費用処理しておりま

す。(一部の連結子会社に

ついては、金額が僅少につ

き一括償却しておりま

す。)

    過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数による按分額を費用処

理しております。

    数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数による按分額をそ

れぞれの発生の翌連結会計

年度より費用処理しており

ます。

  ハ 退職給付引当金

同左

    

    

  

 

  

  

  

  

  ハ 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計

上しております。

    なお、会計基準変更時差異

については、15年による按

分額を費用処理しておりま

す。(一部の連結子会社に

ついては、金額が僅少につ

き一括償却しておりま

す。)

    過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数による按分額を費用処

理しております。

    数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数による按分額をそ

れぞれの発生の翌連結会計

年度より費用処理しており

ます。

  ニ 事業再構築引当金

  ㈱産業再生機構に提出し 

  た「事業再生計画」の実 

  施により発生が見込まれ 

  る損失に備えるため、当 

  中間連結会計期間末にお 

  いて合理的に見積られる 

  金額を計上しております。

  ニ 担保提供損失引当金

    資産の担保提供に伴い発生

する損失に備えるため、当

中間連結会計期間末におい

て合理的に見積もられる金

額を計上しております。

  ニ 担保提供損失引当金

    資産の担保提供に伴い発生

する損失に備えるため、当

連結会計年度末において合

理的に見積もられる金額を

計上しております。



  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(4) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

(4) 重要なリース取引の処理方法

同左

(4) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

  イ ヘッジ会計の方法

    主として繰延ヘッジ処理に

よっております。

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

  イ ヘッジ会計の方法 

同左

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

  イ ヘッジ会計の方法

同左

    

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象

    ヘッジ手段 金利キャップ
取引

    ヘッジ対象 借入金の利息

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

    
    

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 
  

  ハ ヘッジ方針

    借入金の金利変動リスクを

回避する目的で想定元本の

合計額を現に存在する有利

子負債の総額の範囲内に限

定して金利キャップ取引を

行っております。

  ハ ヘッジ方針

同左

  ハ ヘッジ方針

同左

   

  ニ ヘッジの有効性評価の方法

    金利キャップ取引について

はヘッジ対象となる負債に

関する重要な条件がほぼ同

一であるため、ヘッジに高

い有効性があるものと判断

しております。

  ニ ヘッジの有効性評価の方法

    金利キャップ取引について

はヘッジ対象となる負債に

関する重要な条件がほぼ同

一であるため、ヘッジに高

い有効性があるものと判断

しております。

  ニ ヘッジの有効性評価の方法

    金利キャップ取引について

はヘッジ対象となる負債に

関する重要な条件がほぼ同

一であるため、ヘッジに高

い有効性があるものと判断

しております。

    なお、ヘッジ会計を適用し

た金利キャップ取引は、当

中間連結会計期間中に満了

しております。

  (6) その他中間連結財務諸表作成 

    のための基本となる重要な事 

    項 

    消費税等の会計処理方法 

    税抜方式を採用しておりま 

    す。

  (6) その他中間連結財務諸表作成 

    のための基本となる重要な事 

    項 

    消費税等の会計処理方法 

         同左

  (6) その他連結財務諸表作成のた 

    めの基本となる重要な事項  

    

    消費税等の会計処理方法 

         同左

5) 中間連結キャッシュ・フロー計 

  算書における資金の範囲

   手許現金、要求払預金及び取得 

   日から３ヶ月以内に満期日の到 

   来する流動性の高い、容易に換 

   金可能であり、かつ、価値の変 

   動について僅少なリスクしか負 

   わない短期的な投資を計上して 

   おります。

5) 中間連結キャッシュ・フロー計 

  算書における資金の範囲

         同左 

 

5) 連結キャッシュ・フロー計算書 

  における資金の範囲

         同左 

 



会計処理の変更 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日)）及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用指針

第６号）を適用しております。 

 これにより税金等調整前中間純利

益が453百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該各資産の金額から直接

控除しております。

────────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日)）及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。  

 これにより税金等調整前当期純利

益が453百万円減少しております。  

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき当該各資産の金額から直接控除

しております。

────────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会 平

成17年12月9日 企業会計基準第5

号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準適用指針

第8号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は3,807百万円であ

ります。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。 

─────────

────────── （有価証券の評価基準及び評価方

法） 

 従来、有価証券の評価方法は総平

均法によっておりましたが、当中間

連結会計期間から移動平均法に変更

しております。この変更は親会社で

ある㈱山武との会計処理の統一を図

るものであります。なお、この変更

による影響額はありません。

─────────



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

────────── （有形固定資産の減価償却の方法） 

 従来、有形固定資産の減価償却の

方法は、当社の工場設備は主として

定額法、その他の固定資産は定率法

(ただし、一部の連結子会社及び平

成10年４月１日以降取得した建物

(建物附属設備を除く)については定

額法)によっておりましたが、当中

間連結会計期間から、平成10年４月

１日以降に取得した建物(建物附属

設備を除く)は定額法、その他の固

定資産については定率法に変更して

おります。この変更は親会社である

㈱山武との会計処理の統一を図るも

のであります。この変更に伴い、従

来の方法によった場合に比べ、減価

償却費は60百万円少なく、営業利益

は68百万円多く、経常利益は60百万

円多く、税金等調整前中間純利益は

60百万円多く計上されております。

─────────



表示方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

(中間連結貸借対照表)  

  当中間連結会計期間より、改正後の中間連結財務諸 

 表規則に基づき、固定負債の「連結調整勘定」は「負 

 ののれん」として表示しております。

(中間連結損益計算書)  

  前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました  

 「賃貸料収入」（当中間連結会計期間は29百万円）は 

 営業外収益の総額の100分の10以下となったため、営  

 業外収益の「その他」に含めて表示することにいたし 

 ました。

(中間連結損益計算書)  

(1) 当中間連結会計期間より、改正後の中間連結財務 

 諸表規則に基づき、営業外収益の「連結調整勘定償却 

 額」は「負ののれん償却額」として表示しておりま 

 す。

(2) 前中間連結会計期間において、営業外収益の「そ 

 の他」に含めて表示しておりました「賃貸料収入」 

 （前中間連結会計期間は29百万円）は、営業外収益の 

 総額の100分の10超となったため、当中間連結会計期 

 間より区分掲記しております。

(3) 前中間連結会計期間において、営業外費用の「そ 

 の他」に含めて表示しておりました「退職給付引当金 

 繰入額」（前中間連結会計期間は6百万円）は、営業 

 外費用の総額の100分の10超となったため、当中間連 

 結会計期間より区分掲記しております。

(4) 前中間連結会計期間において、営業外費用の「そ 

 の他」に含めて表示しておりました「製品補償費用」 

 (前中間連結会計期間は32百万円）は、営業外費用の 

 総額の100分の10超となったため、当中間連結会計期 

 間より区分掲記しております。

(中間連結キャッシュ・フロー計算書）  

(1) 当中間連結会計期間より、中間連結損益計算書の 

 営業外収益の「連結調整勘定償却額」を「負ののれん 

 償却額」に変更したことに伴い、中間連結キャッシ 

 ュ・フロー計算書の「連結調整勘定償却額」は「負の 

 のれん償却額」として表示しております。

(2) 前中間連結会計期間において営業活動によるキャッ

 シュ・フローの「法人税等の支払額」に含めて表示し 

 ておりました「法人税等の還付額」は、親会社である 

 ㈱山武との表示方法の統一を図るため、当連結会計年 

 度より区分掲記しております。なお、前中間連結会計 

 期間の「法人税等の還付額」は6百万円であります。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  
前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

21,204百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

21,105百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

20,586百万円

※２ 担保提供資産

① 建物及び
構築物

4,764百万円

機械装置 875

土地 2,172

その他
(工具器具
及び備品)

19

合計 7,832

 

※２ 担保提供資産

① 建物 6,190百万円

土地 4,587

合計 10,777
 

※２ 担保提供資産

① 建物 6,436百万円

土地 4,587

合計 11,023

上記資産で工場財団を組成

し、長期借入金(1年以内の返

済予定を含む)10,666百万円

の担保に供しております。

上記資産を親会社である㈱山

武の連帯保証に対して担保に

供しております。この連帯保

証に対応する金融機関からの

借入金は長期借入金7,650百

万円(1年以内返済予定を含

む)、短期借入金8,500百万円

の総額16,150百万円でありま

す。  

なお、上記金額以外に投資有

価証券3,243百万円(期末帳簿

価額)及び連結子会社株式421

百万円(連結財務諸表上は消

去されております)が担保予

約となっております。

上記資産を親会社である㈱山

武の連帯保証に対して担保に

供しております。この連帯保

証に対応する金融機関からの

借入金は長期借入金8,500百

万円(1年以内返済予定を含

む)、短期借入金8,500百万円

の総額17,000百万円でありま

す。  

なお、上記金額以外に投資有

価証券3,229百万円(期末帳簿

価額)及び連結子会社株式421

百万円(連結財務諸表上は消

去されております)が担保予

約となっております。

 

② 建物 1,088百万円

機械装置 19

土地 2,480

投資
有価証券

1,804

合計 5,393

 
② 土地 226百万円

 
② 土地 226百万円

上記資産を長期借入金(1年以

内の返済予定を含む)3,673百

万円、他社債務319百万円の

担保に供しております。

上記資産を他社債務286百万

円の担保に供しております。 

なお、担保提供損失引当金を

計上しております。

上記資産を他社債務286百万

円の担保に供しております。 

なお、担保提供損失引当金を

計上しております。

────────────  ※３ 当社は取引銀行５行とコミ

ットメントライン契約を締結

しております。この契約に基

づく当中間連結会計期間末の

借入実行残高は次の通りであ

ります。 

コミットメント 

ラインの総額  8,500百万円 

借入残高    8,500百万円

 ※３ 当社は取引銀行５行とコミ

ットメントライン契約を締結

しております。この契約に基

づく当連結会計年度末の借入

実行残高は次の通りでありま

す。  

コミットメント 

ラインの総額   8,500百万円 

借入残高    8,500百万円



 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

  保証債務 
 連帯保証債務

  保証債務 
 連帯保証債務

 保証債務
 連帯保証債務

 

債務者
保証金額 
(借入金) 
(百万円)

従業員 33

従業員の26百万円の借入に対

し連帯保証をしております。

従業員の28百万円の借入に対

し連帯保証をしております。

 受取手形割引高 
          1,670百万円

 受取手形割引高
           ─ 百万円

受取手形割引高
           999百万円

──────── （追加情報） 

中間連結会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日をも

って決済処理しております。当中間

連結会計期間から親会社である㈱山

武との会計処理の統一を図るため

に、期末日満期手形の会計処理を満

期日に決済処理する方法から手形交

換日をもって決済処理する方法に変

更しております。 

なお、当中間連結会計期間末日が金

融機関の休日であったため、次の中

間連結会計期間末日満期手形が、中

間連結会計期間末残高に含まれてお

ります。 

 受取手形   202百万円

────────



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要なものは次の通りであり

ます。

役員報酬 94百万円

給与手当 1,111

賞与引当金 
繰入額

116

退職給付 
引当金繰入額

79

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要なものは次の通りであり

ます。

役員報酬 94百万円

給与手当 1,230

賃借料 313

賞与引当金
繰入額

115

退職給付
引当金繰入額

83

貸倒引当金
繰入額

0  

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要なものは次の通りであり

ます。

役員報酬 186百万円

給与手当 2,340

賃借料 606

賞与引当金
繰入額

114

退職給付
引当金繰入額

150

貸倒引当金
繰入額

6

※２ 固定資産売却益の主な内訳

土地 3百万円

※２  ───────── ※２ 固定資産売却益の主な内訳

土地 3百万円

 

※３ 固定資産除売却損の主な内訳

機械装置 
及び運搬具

77百万円

土地 24

その他 1
 

※３ 固定資産除売却損の主な内訳

建物及び
構築物

2百万円

その他 0

※３ 固定資産除売却損の主な内訳

機械装置 
及び運搬具

119百万円

土地 30

工具器具
及び備品

17

建物及び
構築物他

5

※４ 減損損失 ────────── ※４ 減損損失

 当中間連結会計期間において、当

社グループは以下の資産について減

損処理を行っております。

①減損損失計上額

場所 用途 種類
減損損失
（百万円）

宮城県 
黒川郡 
大衡村

賃貸 
資産

建物 370

構築物 20

土地 8

備品他 0

小計 399

三重県 
安芸郡 
芸濃町

遊休
資産

土地 53

小計 53

減損損失計上額 453

  当連結会計年度において、当社グ

ループは以下の資産について減損処

理を行っております。

①減損損失計上額

場所 用途 種類
減損損失 
（百万円）

宮城県
黒川郡 
大衡村

賃貸
資産

建物 370

構築物 20

土地 8

備品他 0

小計 399

三重県
津市

遊休
資産

土地 53

小計 53

減損損失計上額 453



  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

②事業再構築引当金取崩額

場所 用途 種類
減損損失
（百万円）

福島県 
大沼郡 
金山町

遊休
資産

建物 54

構築物 8

土地 17

小計 80

福島県 
双葉郡 
浪江町

遊休
資産

建物 699

構築物 88

土地 366

小計 1,155

合計 1,235
事業再構築引当金 

取崩額 △1,235

 

②事業再構築引当金取崩額

場所 用途 種類
減損損失 
（百万円）

福島県
郡山市

遊休
資産

土地 124

小計 124

福島県
大沼郡 
金山町

遊休
資産

建物 54

構築物 8

土地 17

小計 80

福島県
双葉郡 
浪江町

遊休
資産

建物 699

構築物 88

土地 372

小計 1,160

合計 1,365
事業再構築引当金 

取崩額 △1,365

  当社グループは、事業に供してい

る資産については管理会計上の区分

を基に事業部単位に、また、遊休資

産及び賃貸資産は、個々の物件単位

毎にグループ化を行い減損について

判定を行っております。

 遊休資産及び建物、土地等の市場

価格が著しい下落の状態にある賃貸

資産については、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、①宮城県黒川郡

大衡村及び三重県安芸郡芸濃町の減

少額を減損損失453百万円として特

別損失に計上し、②福島県大沼郡金

山町及び福島県双葉郡浪江町の減少

額は前連結会計年度末において計上

済の事業再構築引当金を1,235百万

円取崩し、相殺しております。なお

回収可能価額は、不動産鑑定評価額

に基づく正味売却価額により測定し

ております。

 当社グループは、事業に供してい

る資産については管理会計上の区分

を基に事業部単位に、また、遊休資

産及び賃貸資産は、個々の物件単位

毎にグループ化を行い減損について

判定を行っております。

 遊休資産及び建物、土地等の市場

価格が著しい下落の状態にある賃貸

資産については、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、①宮城県黒川郡

大衡村及び三重県津市の減少額を減

損損失453百万円として特別損失に

計上し、②福島県郡山市、福島県大

沼郡金山町及び福島県双葉郡浪江町

の減少額は前連結会計年度末におい

て計上済の事業再構築引当金を

1,365百万円取崩し、相殺しており

ます。なお回収可能価額は、不動産

鑑定評価額に基づく正味売却価額に

より測定しております。

※５ 事業再構築引当金繰入額の内訳 ──────── ※５ 事業再構築引当金繰入額の内訳

   子会社の再編に係るもの    子会社の再編に係るもの

311百万円 308百万円



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
 (変動事由の概要)  

普通株式増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加    940株 

普通株式減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少   360株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

     (1) 配当金支払額 

    該当事項はありません。 

     (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計 

         期間後となるもの 

    該当事項はありません。 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 60,305,748 ─ ─ 60,305,748

第Ⅱ種優先株式(株) 6,000,000 ─ ─ 6,000,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 12,404 940 360 12,984



次へ 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,069百万円

預入期間が 
３ヶ月を超える 
定期預金等

△10

現金及び 
現金同等物

2,059

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,765百万円

預入期間が 
３ヶ月を超える 
定期預金等

－

現金及び 
現金同等物

1,765

 

 

 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

現金及び預金勘定 2,301百万円

預入期間が
３ヶ月を超える 
定期預金等

－

現金及び
現金同等物

2,301

※１ 株式の売却により連結子会社
   でなくなった会社の資産及び 
   負債の主な内容
株式の売却により金門電気株式会

社、株式会社金門光波及びその子会
社 で あ る KIMMON  ELECTRIC  US 
L.P.、KIMMON ELECTRIC  GENPAR  US 
INC.を連結の範囲から除外したこと
に伴う売却時の資産及び負債の内訳
並びに金門電気株式会社株式、株式
会社金門光波株式及びその子会社株
式の売却価額と売却による純資金収
支は次の通りであります。 
(金門電気株式会社)

流動資産 2,440 百万円

固定資産 429

流動負債 △2,196

固定負債 △319

その他有価証券評
価差額金

0

固定資産に関する
未実現利益

△126

事業再構築引当金 △217

株式の売却価額 9
現金及び現金同等
物

△367

子会社株式の売却
による純資金収支

△358

(株式会社金門光波及びその子会社)

流動資産 531 百万円

固定資産 17

流動負債 △359

固定負債 △169

少数株主持分 △0

為替換算調整勘定 △0

関係会社株式売却
損

△9

株式の売却価額 10
現金及び現金同等
物

△174

子会社株式の売却
による純資金収支

△164

※ 重要な非資金取引の内容
 債務免除を受けた長期借入金
          372百万円



(リース取引関係) 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

1) 借手側

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

(1)リース物件の所有権が借主に移 

   転すると認められるもの以外の 

   ファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 

機械装置 
及び 
運搬具 
(百万円)

その他の 
有形固定 
資産(工具 
器具及び 
備品) 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額

71 404 475

減価償却 
累計額 
相当額

22 179 201

中間期末 
残高 
相当額

49 225 274

機械装置 

及び 

運搬具 

(百万円)

その他の有

形固定資産

(工具器具

及び備品)

(百万円)

無形固定資

産(ソフト

ウェア) 

(百万円)

合計 

(百万円)

取得価
額相当
額

347 807 328 1,483

減価償
却累計
額相当
額

52 406 41 499

中間期
末残高 
相当額

295 401 287 983

機械装置 

及び 

運搬具 

(百万円)

その他の有

形固定資産

(工具器具

及び備品) 

(百万円)

無形固定資

産(ソフト

ウェア) 

(百万円)

合計 

(百万円)

取得価
額相当
額

310 823 158 1,291

減価償
却累計
額相当
額

35 351 9 396

期末残
高相当
額

274 471 148 895

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。

(注)取得価額相当額は、従来、未経

過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法で表示しておりました

が、重要性が増したため、当中

間連結会計期間より原則的方法

による表示に変更しておりま

す。 

なお、支払利子込み法によった

場合は下記の通りであります。

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

機械装置 

及び 

運搬具 

(百万円)

その他の有

形固定資産

(工具器具

及び備品)

(百万円)

無形固定資

産(ソフト

ウェア) 

(百万円)

合計 

(百万円)

取得価
額相当
額

411 894 352 1,657

減価償
却累計
額相当
額

60 457 44 562

中間期
末残高 
相当額

350 436 308 1,095



  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

② 未経過リース料期末残高相当額

 

１年以内 99百万円

１年超 175

合計 274

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。

 

１年以内 343百万円

１年超 658

合計 1,002

(注)未経過リース料中間期末残高相

当額は、従来、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法で表

示しておりましたが、重要性が

増したため、当中間連結会計期

間より原則的方法による表示に

変更しております。  

なお、支払利子込み法によった

場合は下記の通りであります。

 

１年以内 303百万円

１年超 591

合計 895

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定してお

ります。

１年以内 381百万円

１年超 714

合計 1,095

 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 49百万円

減価償却費相当額 49

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 190百万円

減価償却費相当額 174

支払利息相当額 22
 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 173百万円

減価償却費相当額 173

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

──────────── ⑤ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

────────────

──────────── (2)オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 0百万円

１年超 3

合計 4

────────────

2) 貸手側

オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 6百万円

１年超 20

合計 26



(有価証券関係) 
  

(前中間連結会計期間末)(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 
  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。中間期末における時価が取得原価に比べ50％以上下

落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当社グループにおける規定に従い、該

当した銘柄を減損処理しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

その他有価証券 
  

 
  

(当中間連結会計期間末)(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 
  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。中間期末における時価が取得原価に比べ50％以上下

落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当社グループにおける規定に従い、該

当した銘柄を減損処理しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

その他有価証券 
  

 
  

区分

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日)

取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

株式 571 3,295 2,723

計 571 3,295 2,723

区分

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

非上場株式 423

区分

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日)

取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

株式 536 2,883 2,346

計 536 2,883 2,346

区分

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

非上場株式 422



(前連結会計年度末)(平成18年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。また、期末における時価が取得原価に比べ50％以上

下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当社グループにおける規定に従い、

該当した銘柄を減損処理しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

  

  

区分
前連結会計年度末(平成18年３月31日)

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

株式 475 2,820 2,344

小計 475 2,820 2,344

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

株式 60 50 △9

小計 60 50 △9

合計 535 2,870 2,334

区分

前連結会計年度末
(平成18年３月31日)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

非上場株式 422



(デリバティブ取引関係) 

  

     前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

取引の時価等に関する事項は、金利キャップ取引はヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対

象から除いております。 

  

     当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。  

 なお、従来ヘッジ会計を適用していた金利キャップ取引は、当中間連結会計期間中に満了しており

ます。 

  

     前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

金利キャップ取引はヘッジ会計を適用しております。  

 デリバティブ取引の実行及び管理は、「社内管理規程」に従い行っております。この規程に取引権

限の内容及び取引限度額等が明示されております。  

 なお、デリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約

不履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しております。  

 取引の時価等に関する事項は、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いておりま

す。 



(セグメント情報) 

  

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

当社は、「事業再生計画」によるコア事業への事業の選択と集中を行っており、前連結会計年度におい

てコージェネ事業及び石英事業の事業売却を実施し、当中間連結会計期間において照明事業の売却を行っ

ております。その結果として、当中間連結会計期間より計量計測事業の売上高、営業利益の金額が、全セ

グメントの売上高の合計額、営業利益の合計額に占める割合のいずれも90％超であるため、事業の種類別

セグメント情報の記載を省略しております。なお、従来「その他事業」に含めていた新商品については、

当中間連結会計期間より当社の組織変更等により「計量計測事業」に含めることとしております。これに

よる影響は僅少であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当社グループは、計量計測機器の製造販売並びにこれらに関連する業務の単一事業であるため、事業の

種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社は、「事業再生計画」によるコア事業への事業の選択と集中を行っており、前連結会計年度におい

てコージェネ事業及び石英事業の事業売却を実施し、当連結会計年度においても照明事業及びその他事業

（光学機器）の売却を行っております。その結果として、当連結会計年度より計量計測事業の売上高、営

業利益及び資産の金額が、全セグメントの売上高、営業利益及び資産の合計額に占める割合のいずれも

90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。なお、従来「その他事業」

に含めていた新商品については、当連結会計年度より当社の組織変更等により「計量計測事業」に含める

こととしております。これによる影響は僅少であります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)及び当中間連結会計期間(自 平成18

年４月１日 至 平成18年９月30日)並びに前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が、いずれも90％を超えるため、所在地別セグメ

ント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)及び当中間連結会計期間(自 平成18

年４月１日 至 平成18年９月30日)並びに前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  



  

(１株当たり情報) 

 
(注） １ １株当たり純資産額については、優先株式の払込金額を控除して算定しております。 

   ２ 前連結会計年度におきまして、従来㈱産業再生機構、㈱りそな銀行、㈱みずほコーポレート銀行が所有して

いた第Ⅰ種及び第Ⅱ種優先株式は、㈱山武に譲渡されております。そのうち従来㈱産業再生機構所有の第Ⅰ

種優先株式6,000,000株については普通株式に転換されております。 

    ３ 算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

    １株当たり純資産額 

 
  

    １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 △67.89円 13.39円 9.85円

１株当たり中間(当期)純利益 23.02円 3.43円 27.19円

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)純利益
9.36円 2.46円 12.54円

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度末

(平成18年３月31日)

中間連結貸借対照表の純資産
の部の合計額(百万円)

─ 3,807 ─

普通株式に係る純資産額 
(百万円)

─ 807 ─

差額の主な内訳(百万円) 
  第Ⅱ種優先株式の払込 
  金額

― 3,000 ─

普通株式の発行済株式数(株) ─ 60,305,748 ─

普通株式の自己株式数(株) ─ 12,984 ─

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式数(株)

─ 60,292,764 ─

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間連結損益計算書上の中間
(当期)純利益(百万円)

787 206 1,054

普通株式に係る中間(当期)純
利益(百万円)

787 206 1,054

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

─ ─ ─

普通株式の期中平均株式数 
(株)

34,208,081 60,292,637 38,781,718

潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益の算定に用い
られた中間(当期)純利益調整
額の主要な内訳(百万円)

─ ─ ─

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益の算定に用
いられた普通株式増加数 
  第Ⅰ種優先株式（株) 
  第Ⅱ種優先株式（株）

26,086,956 
23,809,523

─
23,809,523

21,512,804 
23,809,523

希薄化効果を有しないため、
潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益の算定に含
めなかった潜在株式の概要

― ― ―



(重要な後発事象) 

  

 前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

 当社は、資産の有効活用を目的として、当社が保有をしておりました投資有価証券を売却いたし 

 ました。これに伴い、当連結会計年度において投資有価証券売却益362百万円を計上いたします。  

  

 当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

   該当事項はありません。 

  

  

 前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

   該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 1,206 918 1,560

受取手形 377 2,147 1,044

売掛金 7,850 9,334 5,398

たな卸資産 3,775 1,333 2,885

その他 1,844 587 816

貸倒引当金 △22 △39 △43

流動資産合計 15,032 37.7 14,282 40.7 11,662 35.7

Ⅱ 固定資産

有形固定資産
※１ 
※２

建物 4,771 4,380 4,543

土地 3,249 3,576 3,381

その他 2,153 1,774 1,883

有形固定資産 
合計

10,174 25.5 9,731 27.8 9,808 30.0

無形固定資産 355 0.9 338 1.0 339 1.0

投資その他の資産

投資有価証券 ※２ 3,661 3,243 3,229

関係会社株式 ※２ 921 421 421

関係会社社債 3,355 3,355 3,355

関係会社 
長期貸付金

6,011 4,400 4,596

その他 614 652 693

貸倒引当金 △202 △1,375 △1,388

投資その他の 
資産合計

14,361 35.9 10,698 30.5 10,907 33.3

固定資産合計 24,892 62.3 20,768 59.3 21,055 64.3

資産合計 39,924 100.0 35,051 100.0 32,718 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

支払手形 3,007 3,068 2,703

買掛金 7,053 7,113 4,357

短期借入金
※２ 
※４

1,700 10,200 10,200

賞与引当金 129 133 129

その他 ※３ 654 584 630

流動負債合計 12,545 31.4 21,100 60.2 18,021 55.1

Ⅱ 固定負債

長期借入金 ※２ 15,568 5,950 6,800

再評価に係る 

繰延税金負債
119 240 240

繰延税金負債 1,096 940 935

退職給付引当金 2,889 2,866 2,882

事業再構築引当金 3,729 ─ ―

担保提供損失引当金 ― 226 226

長期未払金 582 148 148

固定負債合計 23,985 60.1 10,372 29.6 11,232 34.3

負債合計 36,530 91.5 31,472 89.8 29,254 89.4

(資本の部)

Ⅰ 資本金 3,157 7.9 ― ― 3,157 9.6

Ⅱ 資本剰余金

  資本準備金 4,162 10.4 ― ― 4,162 12.7

Ⅲ 利益剰余金

  利益準備金 393 ― 393

  中間(当期)未処理損失 6,097 ― 5,670

   利益剰余金合計 △5,703 △14.3 ― ― △5,276 △16.1

Ⅳ 土地再評価差額金 174 0.5 ― ― 53 0.2

Ⅴ その他有価証券 

  評価差額金
1,604 4.0 ― ― 1,369 4.2

Ⅵ 自己株式 △1 △0.0 ― ― △2 △0.0

資本合計 3,393 8.5 ― ― 3,463 10.6

負債・資本合計 39,924 100.0 ― ― 32,718 100.0



 
  

  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

  資本金 ― ─ 3,157 9.0 ― ─

  資本剰余金

   資本準備金 ― 4,162 ―

   その他資本剰余金 ― 0 ―

   資本剰余金合計 ― ─ 4,162 11.8 ― ─

  利益剰余金

   利益準備金 ― 393 ―

   その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― △5,562 ―

   利益剰余金合計 ― ─ △5,169 △14.7 ― ─

  自己株式 ― ─ △2 △0.0 ― ─

  株主資本合計 ― ─ 2,148 6.1 ― ─

Ⅱ 評価・換算差額等

  その他有価証券 

  評価差額金
― ─ 1,377 3.9 ― ─

  土地再評価差額金 ― ─ 53 0.2 ― ─

  評価・換算差額等 

  合計
― ─ 1,430 4.1 ― ─

  純資産合計 ― ─ 3,578 10.2 ─ ─

  負債純資産合計 ― ─ 35,051 100.0 ― ─



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 15,873 100.0 15,215 100.0 30,839 100.0 

Ⅱ 売上原価 12,348 77.8 12,406 81.5 23,964 77.7

売上総利益 3,524 22.2 2,808 18.5 6,874 22.3

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

2,433 15.3 2,603 17.1 4,911 15.9

営業利益 1,091 6.9 204 1.4 1,962 6.4

Ⅳ 営業外収益 ※１ 704 4.4 443 2.9 1,216 3.9

Ⅴ 営業外費用 ※２ 731 4.6 515 3.4 1,509 4.9

経常利益 1,063 6.7 132 0.9 1,670 5.4

Ⅵ 特別利益 ※３ 300 1.9 ─ ─ 812 2.6

Ⅶ 特別損失
※４ 

※５
759 4.8 3 0.1 1,429 4.6

税引前中間(当期） 
純利益

604 3.8 128 0.8 1,053 3.4

法人税、住民税及び 
事業税

22 21 43

法人税等調整額 △0 22 0.1 ─ 21 0.1 △0 43 0.1

中間(当期）純利益 582 3.7 107 0.7 1,009 3.3

前期繰越損失 6,680 ― 6,680

土地再評価差額金 
取崩額

0 ― 0

中間(当期)未処理 
損失

6,097 ― 5,670



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,157 4,162 ─ 4,162

中間会計期間中の変動額

 中間純利益

 自己株式の取得

 自己株式の処分 0 0

 株主資本以外の項目の中間  

 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
─ ─ 0 0

平成18年９月30日残高(百万円) 3,157 4,162 0 4,162

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他 

利益剰余金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 393 △5,670 △5,276 △2 2,041

中間会計期間中の変動額

 中間純利益 107 107 107

 自己株式の取得 △0 △0

 自己株式の処分 0 0

 株主資本以外の項目の中間  

 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 

(百万円)
─ 107 107 △0 106

平成18年９月30日残高(百万円) 393 △5,562 △5,169 △2 2,148

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価 
差額金

評価・換算 
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,369 53 1,422 3,463

中間会計期間中の変動額

 中間純利益 107

 自己株式の取得 △0

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

8 ─ 8 8

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

8 ─ 8 114

平成18年９月30日残高(百万円) 1,377 53 1,430 3,578



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  ａ その他有価証券

    時価のあるもの

     中間決算期末日の市場価

格等に基づく時価法によ

り評価しております。な

お、評価差額は全部資本

直入法により処理し、売

却原価は総平均法により

算定しております。

    時価のないもの

     総平均法による原価法に

より評価しております。

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  ａ その他有価証券

    時価のあるもの

     中間決算期末日の市場価

格等に基づく時価法によ

り評価しております。な

お、評価差額は全部純資

産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法に

より算定しております。

    時価のないもの

     移動平均法による原価法

により評価しておりま

す。

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  ａ その他有価証券

    時価のあるもの

     決算期末日の市場価格等

に基づく時価法により評

価しております。なお、

評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原

価は総平均法により算定

しております。

    時価のないもの

     総平均法による原価法に

より評価しております。

  ｂ 子会社株式及び関連会社株

式

    総平均法による原価法によ

り評価しております。

  ｂ 子会社株式及び関連会社株

式

    移動平均法による原価法に

より評価しております。

  ｂ 子会社株式及び関連会社株

式

    総平均法による原価法によ

り評価しております。

 (2) たな卸資産

   主として移動平均法による原

価法により評価しておりま

す。

 (2) たな卸資産

同左

 (2) たな卸資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

工場設備は主として定額法、

その他の固定資産は定率法に

よっております。 

ただし、平成10年４月１日以 

降取得した建物(建物附属設 

備を除く）については、定額 

法によっております。

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

定率法によっております。  

ただし、平成10年４月１日以 

降取得した建物(建物附属設  

備を除く）については、定額 

法によっております。

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産

工場設備は主として定額法、

その他の固定資産は定率法に

よっております。  

ただし、平成10年４月１日以 

降取得した建物(建物附属設  

備を除く）については、定額 

法によっております。

 (2) 無形固定資産

   定額法によっております。

   なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づく

定額法によっております。

 (2) 無形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

同左



  

 
  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別の債権の回収可能性を

検討して回収不能見積額を計

上しております。

      同左       同左

 (2) 賞与引当金  (2) 賞与引当金  (2) 賞与引当金

   従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見

込額に基づき計上しておりま

す。

      同左       同左

 (3) 退職給付引当金  (3) 退職給付引当金  (3) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。

      従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務の見込額に基づ

き、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務に基づき計上して

おります。

   なお、会計基準変更時差異に

ついては、15年による按分額

を費用処理しております。過

去勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数によ

る按分額を費用処理しており

ます。 

数理計算上の差異について 

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数による按分額をそれぞれ

の発生の翌期より費用処理し

ております。

   なお、会計基準変更時差異に

ついては、15年による按分額

を費用処理しております。過

去勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数によ

る按分額を費用処理しており

ます。  

数理計算上の差異について  

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数による按分額をそれぞれ

の発生の翌期より費用処理し

ております。

   会計基準変更時差異につきま

しては、15年による按分額を

費用処理しております。過去

勤務債務については、その発

生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数による

按分額を費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異について 

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数による按分額をそれぞれ

の発生の翌期より費用処理し

ております。

 (4) 事業再構築引当金  

   ㈱産業再生機構に提出した

「事業再生計画」の実施によ

り発生が見込まれる損失に備

えるため、当中間会計期間末

において合理的に見積もられ

る金額を計上しております。

 (4) 担保提供損失引当金  (4) 担保提供損失引当金

   資産の担保提供に伴い発生す

る損失に備えるため、当中間

会計期間末において合理的に

見積もられる金額を計上して

おります。

   資産の担保提供に伴い発生す

る損失に備えるため、当事業

年度末において合理的に見積

もられる金額を計上しており

ます。



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。

４ リース取引の処理方法

同左

４ リース取引の処理方法

同左

５ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

   主として繰延ヘッジ処理によ

っております。

５ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

同左

５ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

同左

   

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

   ヘッジ手段 金利キャップ
         取引

   ヘッジ対象 借入金の利息

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

  

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 

 (3) ヘッジ方針

   借入金の金利変動リスクを回

避する目的で想定元本の合計

額を現に存在する有利子負債

の総額の範囲内に限定して金

利キャップ取引を行っており

ます。

 (3) ヘッジ方針

同左

 (3) ヘッジ方針

同左

   

 (4) ヘッジの有効性評価の方法

   金利キャップ取引については

ヘッジ対象となる負債に関す

る重要な条件がほぼ同一であ

るため、ヘッジに高い有効性

があるものと判断しておりま

す。

 (4) ヘッジの有効性評価の方法

   金利キャップ取引については

ヘッジ対象となる負債に関す

る重要な条件がほぼ同一であ

るため、ヘッジに高い有効性

があるものと判断しておりま

す。

 (4) ヘッジの有効性評価の方法

   金利キャップ取引については

ヘッジ対象となる負債に関す

る重要な条件がほぼ同一であ

るため、ヘッジに高い有効性

があるものと判断しておりま

す。

   なお、ヘッジ会計を適用した

金利キャップ取引は当中間会

計期間中に満了しておりま

す。

６ その他中間財務諸表作成のため 

  の基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理方法 

税抜方式を採用しております。

６ その他中間財務諸表作成のため 

  の基本となる重要な事項

   消費税等の会計処理方法 

同左

６ その他財務諸表作成のための基 

  本となる重要な事項

  消費税等の会計処理方法 

同左



会計処理の変更 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日)）及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これにより税引前中間純利益が

453百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。

─────────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適

用しております。  

 これにより税引前当期純利益が

453百万円減少しております。  

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き当該各資産の金額から直接控除し

ております。

  ────────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）  

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準第5号)及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準適用指針第8

号)を適用しております。  

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は3,578百万円であ

ります。  

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

──────────

  ────────── （有価証券の評価基準及び評価方

法）  

 従来、有価証券の評価方法は、総

平均法によっておりましたが、当中

間会計期間から移動平均法に変更し

ております。この変更は親会社であ

る㈱山武との会計処理の統一を図る

ものであります。なお、この変更に

よる影響額はありません。

──────────



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

  ────────── （有形固定資産の減価償却の方法） 

 従来、有形固定資産の減価償却の

方法は、工場設備は主として定額

法、その他の固定資産は定率法(た

だし、平成10年４月１日以降取得し

た建物(建物附属設備を除く)につい

ては定額法)によっておりました

が、当中間会計期間から、平成10年

４月１日以降に取得した建物(建物

附属設備を除く)は定額法、その他

の固定資産については定率法に変更

しております。この変更は親会社で

ある㈱山武との会計処理の統一を図

るものであります。この変更に伴

い、従来の方法によった場合に比

べ、減価償却費は16百万円少なく、

経常利益は16百万円多く、税引前中

間純利益は16百万円多く計上されて

おります。

──────────



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

15,322百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

15,588百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

15,237百万円

※２ 担保提供資産

①建物 3,362百万円

構築物 314

機械装置 780

土地 1,126

工具器具 

及び備品
16

合計 5,601

 

※２ 担保提供資産

①建物 4,198百万円

土地 3,015

合計 7,214
 

※２ 担保提供資産

①建物 4,355百万円
土地 2,821

合計 7,177

上記資産で工場財団を組成

し、長期借入金(１年以内の

返済予定を含む)10,666百万

円の担保に供しております。

上記資産を親会社である㈱山

武の連帯保証に対して担保に

供しております。この連帯保

証に対応する金融機関からの

借入金は長期借入金7,650百

万円（1年以内返済予定を含

む）、短期借入金8,500百万

円の総額16,150百万円であり

ます。  

なお、上記金額以外に投資有

価証券3,243百万円（中間期

末帳簿価額）及び関係会社株

式421百万円が担保予約とな

っております。 

 

 

 

 

 

上記資産を親会社である㈱山

武の連帯保証に対して担保に

供しております。この連帯保

証に対応する金融機関からの

借入金は長期借入金8,500百

万円（1年以内返済予定を含

む）、短期借入金8,500百万

円の総額17,000百万円であり

ます。 

なお、上記金額以外に投資有

価証券3,229百万円（期末帳

簿価額）及び関係会社株式

421百万円が担保予約となっ

ております。

 

② 建物 958百万円
土地 2,028
投資有価証券 1,804
合計 4,791

 
② 土地 226百万円

 

② 土地 226百万円

上記資産を長期借入金(１年

以内の返済予定を含む)3,673

百万円、他社債務319百万円

の担保に供しております。

上記資産を他社債務286百万

円の担保に供しております。 

なお、担保提供損失引当金を

計上しております。

上記資産を他社債務286百万

円の担保に供しております。 

なお、担保提供損失引当金を

計上しております。

※３ 消費税等の表示 ※３ 消費税等の表示 ──────────

  仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。

同左

──────────── ※４ 当社は取引銀行５行とコミッ 

   トメントライン契約を締結し 

   ております。この契約に基づ 

   く当中間会計期間末の借入実 

   行残高は次の通りでありま 

   す。 

※４ 当社は取引銀行５行とコミッ 

   トメントライン契約を締結し 

   ております。この契約に基づ 

   く当事業年度末の借入実行残 

   高は次の通りであります。 

 

    コミットメント 

ラインの総額  8,500百万円  

借入残高    8,500百万円

    コミットメント 

ラインの総額  8,500百万円  

借入残高      8,500百万円



 
  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

  偶発債務   偶発債務   偶発債務

   従業員の銀行等借入に対する 

 連帯保証債務

   連帯保証債務    連帯保証債務

みずほ信託 

銀行㈱
22百万円

㈱りそな銀行 11

合計 33

従業員の26百万円の借入に対

し連帯保証をしております。

従業員の28百万円の借入に対

し連帯保証をしております。

  受取手形割引高

1,670百万円

  受取手形割引高

─ 百万円

  受取手形割引高

999百万円

──────── 従来、一部の生産部門子会社に対

し、部品等を無償支給による方法で

行っておりましたが、当中間会計期

間から、有償支給による方法に変更

をしております。 

なお、この変更対象となった生産部

門子会社に対する売掛金及び買掛金

の当中間会計期間末残高は次の通り

であります。 

  売掛金3,568百万円 

  買掛金2,569百万円 

 

────────

──────── （追加情報） 

中間会計期間末日満期手形の会計処

理については、手形交換日をもって

決済処理しております。当中間会計

期間から親会社である㈱山武との会

計処理の統一を図るために、期末日

満期手形の会計処理を満期日に決済

処理する方法から手形交換日をもっ

て決済処理する方法に変更しており

ます。 

なお、当中間会計期間末日が金融機

関の休日であったため、次の中間会

計期間末日満期手形が、中間会計期

間末残高に含まれております。 

受取手形    199百万円

────────



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

※１ 営業外収益の 
主要項目

受取利息 0 0 0

※２ 営業外費用の 
主要項目

支払利息 285 40 554

手形売却損 18 ─ 20

※３ 特別利益の主要 
項目

事業再構築 
引当金戻入額

299 ─ 448

投資有価証券 
売却益

1 ─ 363



  

 
  

項目
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

※４ 特別損失の主要 
項目

建物除売却損 ― 2 2

機械及び装置 
除売却損

― 0 24

工具器具及び 
備品他除売却損

0 0 18

土地売却損 7 ─ 14

担保提供損失引
当金繰入額

― ─ 226

コージェネ事業
整理損

7 ─ 7

子会社清算損 1 ─ 1

たな卸資産 
除売却損

― ─ 174

たな卸資産評価
損

― ─ 171

減損損失 453 ─ 453

事業再構築 
引当金繰入額

288 ─ 335

事業再構築引当
金繰入額の内訳

(子会社の再編
に係るもの)

(288) (─) (335)



  

項目
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

※５ 減損損失 当中間会計期間において、 

以下の資産について減損処 

理を行っております。

────── 当事業年度において、以下

の資産について減損処理を

行っております。

 

 
減損損失計上額

場所 用途 種類
減損損失
(百万円)

  
宮城県 
黒川郡 
大衡村

賃貸
資産

建物 370

構築物 20

土地 8

備品他 0

小計 399

三重県 
安芸郡 
芸濃町

遊休
資産

土地 53

小計 53

減損損失計上額 453

 事業に供している資産に 

ついては管理会計上の区分 

を基に事業部単位に、ま

た、遊休資産及び賃貸資産 

は、個々の物件単位毎にグ 

ループ化を行い減損につい 

て判定を行っております。 

 遊休資産及び建物、土地 

等の市場価格が著しい下落 

の状態にある賃貸資産につ 

いては、帳簿価額を回収可 

能価額まで減額し、宮城県 

黒川郡大衡村及び三重県安 

芸郡芸濃町の減少額を減損 

損失453百万円として特別損

失に計上しております。な 

お回収可能価額は、不動産 

鑑定評価額に基づく正味売 

却価額により測定しており 

ます。

 

 

減損損失計上額

場所 用途 種類
減損損失
(百万円)

宮城県 
黒川郡 
大衡村

賃貸
資産

建物 370

構築物 20

土地 8

備品他 0

小計 399

三重県
津市

遊休
資産

土地 53

小計 53

減損損失計上額 453

事業再構築引当金取崩額

場所 用途 種類
減損損失
(百万円)

福島県
郡山市

遊休 
資産

土地 324

小計 324

福島県
大沼郡 
金山町

遊休 
資産

土地 22

小計 22

減損損失計上額 346
事業再構築引当金  

取崩額 △346

 事業に供している資産に

ついては管理会計上の区分

を基に事業部単位に、ま

た、遊休資産及び賃貸資産

は、個々の物件単位毎にグ

ループ化を行い減損につい

て判定を行っております。 

 遊休資産及び建物、土地

等の市場価格が著しい下落

の状態にある賃貸資産につ

いては、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、①宮城

県黒川郡大衡村及び三重県

津市の減少額を減損損失453

百万円として特別損失に計

上し、②福島県郡山市、福

島県大沼郡金山町の減少額

は前事業年度末において計

上済の事業再構築引当金を

346百万円取崩し、相殺して

おります。  

 なお回収可能価額は、不

動産鑑定評価額に基づく正

味売却価額により測定して

おります。

減価償却実施額

有形固定資産 434 365 871

無形固定資産 41 40 85



次へ 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加    940株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少   360株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 12,404 940 360 12,984



(リース取引関係) 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

1) 借手側

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

(1)リース物件の所有権が借主に移 

   転すると認められるもの以外の 

   ファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 

工具・ 
器具・ 
備品

その他 合計

(百万円) (百万円) (百万円)

取得価額 
相当額

404 63 467

減価償却 
累計額 
相当額

179 17 196

中間期末 
残高 
相当額

225 46 271

工具・ 

器具・ 

備品

その他(機

械装置及

び車輌運

搬具)

ソフトウ

ェア
合計

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額
当額

807 338 328 1,474

減価償却
累計額相
当額

406 45 41 493

中間期末
残高 
相当額

401 292 287 980

工具・ 

器具・ 

備品

その他(機

械装置及

び車輌運

搬具)

ソフトウ

ェア
合計

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額
相当額

823 302 158 1,283

減価償却
累計額 
相当額

351 29 9 390

期末残高
相当額

471 272 148 892

  なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。

(注)取得価額相当額は、従来、未経

過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法で表示しておりました

が、重要性が増したため、当中

間会計期間より原則的方法によ

る表示に変更しております。  

なお、支払利子込み法によった

場合は下記の通りであります。

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

工具・ 

器具・ 

備品

その他(機

械装置及

び車輌運

搬具)

ソフトウ

ェア
合計

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額
当額

894 399 352 1,646

減価償却
累計額相
当額

457 53 44 555

中間期末
残高 
相当額

436 346 308 1,091



次へ 

  

   
(有価証券関係) 
前中間会計期間末(平成17年９月30日) 
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
  
当中間会計期間末(平成18年９月30日) 
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
  
前事業年度末(平成18年３月31日) 
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 97百万円

１年超 173

合計 271

１年以内 342百万円

１年超 656

合計 998

１年以内 302百万円

１年超 590

合計 892

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。

(注)未経過リース料中間期末残高相

当額は、従来、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法で表

示しておりましたが、重要性が

増したため、当中間会計期間よ

り原則的方法による表示に変更

しております。  

なお、支払利子込み法によった

場合は下記の通りであります。

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定してお

ります。

１年以内 379百万円

１年超 711

合計 1,091

 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 48百万円

減価償却費相当額 48

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 190百万円

減価償却費相当額 173

支払利息相当額 22
 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 172百万円

減価償却費相当額 172

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

──────────── ⑤ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

────────────

──────────── (2)オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 0百万円

１年超 3

合計 4

────────────

2) 貸手側

オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年以内 6百万円

１年超 20

合計 26



(１株当たり情報) 

 
(注) １ １株当たり純資産額については、優先株式の払込金額を控除して算定しております。 

   ２ 前事業年度中におきまして、従来㈱産業再生機構、㈱りそな銀行、㈱みずほコーポレート銀行が所有してい

た第Ⅰ種及び第Ⅱ種優先株式は、㈱山武に譲渡されております。そのうち従来㈱産業再生機構所有の第Ⅰ種

優先株式6,000,000株については普通株式に転換されております。 

   ３ 算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  １株当たり純資産額 

 
  

      １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 △76.19円 9.60円 7.69円

１株当たり中間(当期）純利
益

17.03円 1.78円 26.04円

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益 6.93円 1.27円 12.01円

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度末

(平成18年３月31日)

中間貸借対照表の純資産の部
の合計額(百万円)

─ 3,578 ─

普通株式に係る純資産額 
(百万円)

─ 578 ─

差額の主な内訳(百万円) 
  第Ⅱ種優先株式の払込 
  金額

― 3,000 ─

普通株式の発行済株式数(株) ─ 60,305,748 ─

普通株式の自己株式数(株) ─ 12,984 ─

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式数(株)

─ 60,292,764 ─

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間損益計算書上の中間(当
期)純利益(百万円)

582 107 1,009

普通株式に係る中間(当期）
純利益(百万円)

582 107 1,009

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

― ― ―

普通株式の期中平均株式数
(株)

34,208,078 60,292,637 38,781,738

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益の算定に
用いられた中間(当期)純利
益調整額の主要な内訳 
(百万円)

─ ─ ─

中間(当期)純利益調整額 
(百万円)

― ― ―

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益の算定に
用いられた普通株式増加数 
  第Ⅰ種優先株式（株） 
 第Ⅱ種優先株式（株）

26,086,956
23,809,523

─
23,809,523

21,512,804 
23,809,523

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益の算
定に含めなかった潜在株式
の概要

― ― ―



前へ 

(重要な後発事象) 

  

前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

当社は、資産の有効活用を目的として、当社が保有をしておりました投資有価証券を売却いたしまし

た。これに伴い、当事業年度において投資有価証券売却益362百万円を計上いたします。 

  

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

 該当事項はありません。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第83期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月29日関東財務局長に提

出 

  

  

該当事項はありません。 

  

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 

 
 

  

平成１７年１２月２１日

 
 取締役会 御中 

  
 

  
 

 

 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社金門製作所の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間

連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわ

ち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析

的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務

諸表の作成基準に準拠して、株式会社金門製作所及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より「固定資産の減損に係る会計

基準」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用しているため、当該会計基準により中間

連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

                                                

                                                                                    以 上  

   
  

株 式 会 社 金 門 製 作 所

新日本監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  園  マリ     ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  岩渕 信夫    ㊞

指 定 社 員
 公認会計士  坂田 純孝    ㊞業務執行社員

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 

 
 

  

平成１８年１２月１４日

 
 取締役会 御中 

  
 

  
 

 

 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社金門製作所の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連

結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、

中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析

的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務

諸表の作成基準に準拠して、株式会社金門製作所及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

 １．会計処理の変更に記載のとおり、有価証券の評価方法について、当中間連結会計期間から総平 

   均法より移動平均法に変更している。 

 ２．会計処理の変更に記載のとおり、有形固定資産の減価償却の方法について、従来、会社の工場 

   設備は主として定額法、その他の固定資産は定率法（ただし、一部の連結子会社及び平成１０ 

   年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）によっていたが、当 

   中間連結会計期間から、定率法（平成１０年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除 

   く）は定額法）に変更している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。  

                                                

                                                                                    以 上  

株 式 会 社 金 門 製 作 所

新日本監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  岩渕 信夫     ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  中島 康晴    ㊞

指 定 社 員
 公認会計士  坂田 純孝    ㊞業務執行社員

指 定 社 員  公認会計士  相山 一喜    ㊞業務執行社員

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 

 
 

  

平成１７年１２月２１日

 
 取締役会 御中 

  
 

  
 

 

 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社金門製作所の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第８３期事業年度の中間

会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借

対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社金門製作所の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より「固定資産の減損に係る会計基準」

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表

を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

                                                 

                                                                                     以 上  

   
  

株 式 会 社 金 門 製 作 所

新日本監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士   園   マリ    ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  岩渕 信夫    ㊞

指 定 社 員
 公認会計士  坂田 純孝    ㊞業務執行社員

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 

 
 

  

平成１８年１２月１４日

 
 取締役会 御中 

  
 

  
 

 

 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社金門製作所の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第８４期事業年度の中間会

計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対

照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社金門製作所の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

 追記情報 

 １．会計処理の変更に記載のとおり、有価証券の評価方法について、当中間会計期間から総平均法 

   より移動平均法に変更している。 

 ２．会計処理の変更に記載のとおり、有形固定資産の減価償却の方法について、従来、工場設備は 

   主として定額法、その他の固定資産は定率法（ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物 

   （建物附属設備を除く）については定額法）によっていたが、当中間会計期間から、定率法 

   （平成１０年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）は定額法）に変更している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                 

                                                                                     以 上  

   
  

株 式 会 社 金 門 製 作 所

新日本監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士   岩渕 信夫    ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  中島 康晴    ㊞

指 定 社 員
 公認会計士  坂田 純孝    ㊞業務執行社員

指 定 社 員  公認会計士  相山 一喜    ㊞業務執行社員

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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